
変更後                                  

 

ホームヘルプ神の園 

 

指定訪問介護事業運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条  この規定は、社会福祉法人カトリック京都司教区カリタス会が設置経営するホームヘルプ神の園

において、介護保険並びに老人福祉法の理念に基づき、居宅において加齢・疾病等に伴う心身の

変化により、要介護状態になった場合においても、その利用者が可能な限り、その居宅において

その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことが出来るよう、居宅における介護その他生

活全般にわたる援助を行うため、その運営及び利用について必要な事項を定め、指定訪問介護事

業を実施することを目的とする。 

 

（運営基本方針） 

第２条  当指定訪問介護事業者は、訪問介護サービス利用者一人一人の意志及び人格を尊重し、常に利用

者の立場に立った懇切丁寧なサービス提供に努めることを旨とする。 

    ２   当指定訪問介護事業者は、利用者の状態に応じて居宅における入浴・排泄・食事・その他生活全

般にわたる適切な介護を行う。 

    ３   当指定訪問介護事業所は、提供するサービスについて、自らその質の評価を行い、常にその改善

を図るよう努める。 

    ４   当指定訪問介護事業所の事業の実施に当たっては常に地域との連携を重視し、関係行政機関をは

じめとする居宅介護支援事業者、保健、医療、福祉サービス機関等との綿密な連携を図りつつ総

合的なサービスの提供に努める。 

    

（事業所の名称） 

第３条  当指定訪問介護事業所の名称は、「ホームヘルプ神の園」（以下「当事業所」）とする。 

 

（事業所の所在地） 

第４条 当事業所は、「京都府相楽郡精華町大字北稲八間小字焼山６番地」に事業所を設置する。 

 

（事業の実施主体） 

第５条 当事業所の実施主体は、「社会福祉法人カトリック京都司教区カリタス会」とする。 

 

（事業従事者の職種・員数・職務内容及び勤務体制） 

第６条 当事業所は次のとおり管理者をはじめとする各職種の職員・員数を配置し、各職務内容を定める。 

      一、管理者   １名（兼務常勤１） 

管理者は、 
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（１） 事業所を代表し、職員等の管理及び業務統括の任にあたる。 

（２） 指定訪問介護の利用の申し込みに係わる調整、業務の実施状況の把握、その他の管理

を一元的に行う。 

（３） 当該訪問介護事業所の従事者にこの規定を遵守させるために必要な指揮命令を行う。 

（４） 他の業務と兼務して差し支えない。 

 

     二、サービス提供責任者 2 名（兼務常勤 2） 

      サービス提供責任者は、事業所において次の事をおこなう。 

     （１） 訪問介護員の業務について統括をおこなう。 

     （２） 利用申込があった場合、当該利用者、また居宅介護支援事業所など関係機関との連絡     

         調整を行う。 

     （３） 訪問介護員に対して技術指導等を行う。 

 

   三、訪問介護職員 10 名（管理者兼務常勤者 1、兼務常勤者 1、専従非常勤者 8） 

           介護職員は、利用者への訪問介護サービスの提供に当たり、利用者の心身の状況を把握した

上で、介護に当たる。 

     ２   当事業所は、利用者に対し適切な指定訪問介護が提供できるよう、従事者の勤務体制を定める。 

     ３   当事業所は、指定訪問介護従事者の資質向上のため、研修等の機会を確保する。 

    

（営業日及び営業時間） 

第７条 当事業所の営業日及び営業時間を次のとおりとする。 

一、  営 業 日  毎週日曜日～土曜日 

二、  営業時間  午前８:００分～午後６:００分までとする。 

 

（訪問介護サービスの内容） 

弟８条  当事業の指定訪問介護のサービス内容は次のとおりとする。 

一、 指定訪問介護にあっては、 

①身体介護    利用者の居宅における食事・入浴・排泄並びに通院の介助等の介護 

②生活援助    利用者の居宅における調理・洗濯・掃除並びに買物等の家事 

  二、訪問介護計画及の作成   

イ  サービス提供責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、訪問介護の目標

と当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した訪問介護計画を作成する。 

ロ  サービス提供責任者は、訪問介護計画及を居宅サービス計画の内容に沿って作成する。 

ハ  サービス提供責任者は、訪問介護計画作成後に、居宅サービス計画が作成された場合には、

当該計画が居宅サービス計画に沿ったものであるかを確認し、必要に応じて計画を変更する。 

ニ  サービス提供責任者は、訪問介護計画の作成に当たっては、その内容について利用者又はそ
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の家族に対して説明し、利用者の同意を得て当該計画を交付する。 

   三、 指定訪問介護の提供に際しては、常に利用者の心身の状況、希望及びその置かれている状況を踏

まえ生活全般にわたる必要なサービスを適切に提供する。 

   四、利用者及びその家族に対しサービスの提供方法等について理解しやすいように説明を行う。 

   五、サービスの提供に当たっては介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を

行う。 

   

 （訪問介護サービス利用料） 

第９条  当事業所が提供する訪問介護サービスの利用料は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし別

紙のとおり定める。 

 

（１） 当事業所は、法定代理受領に該当する指定訪問介護を提供した際には、利用料の一部とし

て、当該指定訪問介護に係わる居宅サービス介護費用基準額又は居宅介護支援サービス費

用基準額から当該事業所に支払われる居宅サービス費又は居宅支援サービス費の額を控

除して得た額の支払を受けるものとする。 

（２） 当事業所は、法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護を提供した際に支払いを受

ける利用料の額と、指定訪問介護に係わる居宅介護サービス費用基準額又は居宅介護支援

サービス費用基準額との間に、不合理な差異は設けない。 

（３） 介護保険適用外利用料金 

① 通常の事業実施地域以外の訪問介護サービスの提供に係る交通費 

通常の事業の実施地域を越えた地点から 

片道１０ｋｍ未満は１００円、片道１０ｋｍ以上１５ｋｍ未満は２００円 

以降片道５ｋｍ増すごとに１００円を加算した額 

② 通院介助における利用者の居宅と病院等の往復の移動に係わる交通費        実費 

③ キャンセル料   サービス提供予定当日の利用料金の１０％（自己負担相当額）    

④ 通院介助の際、利用者の希望により病院内での付添いを行った場合 

介護保険の適用を受けない、病院内での付添いに要した時間分については介護報酬告示

上の料金の全額 

    （４） 上記訪問介護サービスの提供に係わる利用料の徴収に当たっては、あらかじめ利用者又は 

       その家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、文章による同意を 

       得た上で行うこととする。 

 

（事業の通常実施地域） 

第１０条   当事業所の通常の事業実施地域は精華町全域、木津川市の一部（木津川台及び吐師地区） 
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（サービス提供の記録） 

第１１条   当事業所は指定訪問介護サービス提供実施に際し、日々のサービス実施内容と状況及び保険給

付の額、その他必要事項を所定の書面に記録し、保管する。 

       ２  利用者からの申し出があった場合には、提供した具体的なサービスの内容等を記載した文章の

交付等適切な方法により、その情報を利用者に提供する。 

 

（秘密保持） 

第１２条   当事業所の従事者又は従事者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者及

びその家族の秘密を漏らすことのないよう、必要な措置を講ずる。 

        2 前項の規程にかかわらず、利用者の居宅サービス計画に基づき居宅サービスを円滑に実施する

為に行うサービス担当者会議等において必要な場合、あらかじめ利用者本人または家族の同意を

得て、利用者及び家族に関する個人情報を用いる場合がある。 

 

（苦情処理等） 

第１３条   当事業所は、提供した指定訪問介護サービスに係わる利用者等からの苦情に対し、迅速かつ適

切に対応するため、受付窓口の設置及び担当者の配置を行い、必要に応じて独自の事実関係調査、

改善措置を講じる他、利用者又は家族に対する説明を行い、その記録の整備等必要措置を講じる。 

     ２  当事業所は、法第２３条の規定により市町村が行う文章その他の物件の提出若しくは提示の求め

又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行

う調査に協力するとともに市町村から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に

従って必要な改善を行う。 

     ３  当事業所は、国民健康保険団体連合会が行う法第１７６条第２項第二号の調査に協力するととも

に、同会から同号の指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善

をおこなう。 

 

（事故発生時の対応等） 

第１４条   当事業所は、利用者に対する指定訪問介護サービスの提供により事故が発生した場合は市町村

及び当該利用者の家族、当該利用者に係わる居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な

措置を講じる。 

     ２  当事業所は、指定訪問介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、速やかに損害賠償を

行う。 

 

（衛生管理等） 

第１５条  当事業所は、指定訪問介護の提供に当たっては、安全及び清潔の保持に留意し、特に利用者の

身体に接触する器具、その他の介護用品等については衛生的な管理に努めるとともに、従事者が感

染源となることを予防し、また感染の危険から守るため必要な対策を講じる。 
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     ２  当事業所は、従事者において、常に独自の健康管理と感染症に対する予防と蔓延防止対策の知識

習得の研鑚を深め、適切な対応が図れるよう努める。 

 

（緊急時における対応） 

第１６条  当事業所は、指定訪問介護サービス提供時において利用者の心身の状況に急変等緊急事態が発

生した時は、速やかに当該利用者の主治医又は協力医療機関に連絡を行い適切な措置を講じる。 

 

（非常災害対策） 

第１７条 当事業所は、天災・火災等の非常災害時に備えて具体的な災害防止対策計画を立てて置くとと

もに、定期的に避難、救出その他の訓練を行う。 

  ２  当事業所の管理者は、常に具体的な対処方法、避難経路及び消防署等関係機関との連携方法を

確認し、災害時には避難誘導、救出等の指揮を執る 

 

（虐待防止に関する事項） 

第１８条 当事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じるものと

する。 

（１） 事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

その結果について、従事者に周知徹底を図ること。 

（２） 事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

（３） 事業所において、従事者に対し虐待の防止のための研修を定期的に（年 1 回以上）実施す

ること。 

   ２  当事業所は、サービス提供中に、当該事業所従事者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現 

     に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市 

     町村に通報するものとする。 

 

（その他運営に関する留意事項） 

第１９条  当事業所は、運営に関する次の留意事項を定める。 

（１） 従事者の質の向上を図るため、経験年数別研修を実施すること。 

（２） 従事者は、利用者や家族等事業関係者に対し施設従事者であることを証するため、当該事

業所の名称、従事者の氏名、従事者の職能等を記載した身分証を携行すること。 

（３） 従事者は、 設備、 備品及び利用者負担金出納簿等会計に関する諸記録並びにケース記録、

その他必要な記録、帳簿を整備し完結の日から法定年数に応じて保管すること。 

（４） 当該事業会計とその他の事業会計とを区分して行い、毎年４月１日から翌年３月３１日を

会計期間とする。 
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付  則     

    この運営規定は平成１５年１１月１日より施行する 

         平成１７年３月２８日より施行する 

         平成１８年４月１日より施行する 

         平成１９年４月１日より施行する  

         平成２０年４月１日より施行する 

         平成２０年７月１日より施行する 

         平成２１年４月１日より施行する 

         平成２２年４月１日より施行する 

         平成２２年４月１日より施行する 

         平成２３年４月１日より施行する 

         平成２４年４月１日より施行する 

平成２５年４月１日より施行する 

平成２６年４月 1日より施行する 

平成２７年４月 1日より施行する 

平成２７年８月２１日より施行する 

平成２８年４月１日より施行する 

平成２９年４月１日より施行する 

平成３０年４月１日より施行する 

平成３１年４月１日より施行する 

令和元年１０月１日より施行する（介護報酬改定） 

令和２年４月１日より施行する 

令和３年 4月 1日より施行する（介護報酬改定） 

令和４年４月１日より施行する 

令和４年１０月１日より施行する 

令和５年４月１日より施行する 

令和６年４月１日より施行する（介護報酬改定） 

令和６年６月１日より施行する（介護報酬改定） 

令和７年４月１日より施行する 
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ホームヘルプ神の園指定訪問介護事業（介護予防含む）運営規程（別表） 

◆介護保険適用料金 

（自己負担額：各利用者の負担割合に応じた額） 

１単位：10.42円（地区区分６級地） 

【訪問介護（特定事業所加算Ⅱ）】 

①身体介護（通常時間8:00～18:00までの場合） 

利用時間 単位数 

20分未満（身体01・Ⅱ） 179単位 

20分以上30分未満（身体1・Ⅱ） 268単位 

30分以上1時間未満（身体2・Ⅱ） 426単位 

1時間以上1時間30分未満（身体3・Ⅱ） 624単位 

1時間30分以上30分を増すごとに 72単位を加算した額 

②生活援助（通常時間8:00～18:00までの場合） 

利用時間 単位数 

20分以上45分未満（生活2・Ⅱ） 197単位 

45分以上（生活3・Ⅱ） 242単位 

③身体介護に引き続き生活援助を行う場合 

（通常時間8:00～18:00までの場合） 

利用時間 単位数 

20分以上（身1生1・Ⅱ） 340単位 

45分以上（身1生2・Ⅱ） 411単位 

70分以上（身1生3・Ⅱ） 483単位 

 

【各種加算】 

内     容  

初回加算 200単位（初回） 

緊急時訪問介護加算 100単位（1回） 

夜間・早朝 

夜間：18:00～22:00 

早朝：6:00～8:00 

 

単位数の25％増 

介護職員等処遇改善加算

Ⅰ 

（利用総単位数×24.5％）単

位 

訪問介護同一建物減算１ 単位数の10%減 

特定事業所加算Ⅱ （利用総単位数×1.1％）単位 
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◆その他の費用（介護保険適用外） 

①交通費 

 サービス提供地域外で当事業所より 

片道10km未満      100円 

片道10km以上15km未満  200円 

以降5kmを増すごとに100円を加算 

②介護保険の支給限度額を超えるサービスについては利用 

料金の全額 

③通院介助におけるご利用者の居宅と病院等の往復の移動 

に係る交通費、実費 

④通院介助の際、ご利用者又はご家族の要望により病院内に 

おける付添を行う場合、付添に要した時間については介護 

保険適用の場合の利用料の全額 

 

◆利用日に利用を中止された場合のキャンセル料 

利用日前日１７時までにご連絡をいただ

いた場合 
キャンセル料なし 

利用日前日１７時以降にご連絡をいただ

いた場合 

当日の利用料金の10パーセント 

（自己負担相当額） 

 


